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平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務に係る 

企画書募集要領 

 

１ 総則 

  平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務に係る企画

競争の実施については、この要領に定める。 

 

２ 業務内容 

  本業務の内容は、（別添５）「平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に

係る調達支援業務の概要及び企画書作成事項」のとおりとする。 

 

３ 業務実施期間 

  契約締結日より平成３１年３月２９日までとする。 

 

４ 予算額 

  業務の予算総額は、４，０００万円（消費税及び地方消費税額を含む。）以内とする。 

 

５ 参加資格 

（１） 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、

被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２） 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３） 環境省から指名停止措置が講じられている期間中でないこと。 

（４） 平成２８・２９・３０年度全省庁統一資格の「役務の提供等」で「Ａ」・「Ｂ」もし

くは「Ｃ」のいずれかの等級の認定を受けている者であること。 

（５） 企画競争説明書の交付を受けている者であること。 

（６） （別紙）において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

（７） 環境省 CIO 補佐官、技術アドバイザー及びその支援スタッフ等（常時勤務を要しな

い官職を示す職員、「一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律」（平

成 12年 11月 27日法律第 125号）に規定する任期付職員及び「国と民間企業との間

の人事交流に関する法律」（平成 12年 12 月 22日法律第 224 号）に基づき交流採用

された職員を除く。）が現に属する又は過去 2年間に属していた事業者及びこの事業

者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第

59号）第 8条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先

事業者などの緊密な利害関係を有する事業者ではないことを誓約できる者であるこ

と。 
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６ 企画競争に係る説明会の開催 

（１） 日時 

平成３０年３月５日（月）１４時３０分 

（２） 場所 

原子力規制委員会原子力規制庁入札会議室 

東京都港区六本木１丁目９番９号（六本木ファーストビル１３階） 

 

７ 企画書募集に関する質問の受付及び回答 

（１） 受付先・受付方法 

メールアドレス：env-info@nsr.go.jp 

質問書【様式１】に所定事項を記載の上、電子メールにより提出することとし、

質問及び回答は質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原

子力規制庁の業務に支障をきたすものを除き公表する。 

（２） 受付期限 

平成３０年３月９日（金）１２時まで 

（３） 回答 

平成３０年３月１３日（火）１８時（企画競争参加者に対してメールにより回答） 

 

８ 資格要件に係る提出書類、提出期限等 

（１） 提出書類（別添１） 

① 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO9001（QMS）の認証

を取得していることを確認できる書類 

② 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO27001（ISMS）の

認証を取得していることを確認できる書類 

③ 政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドラインに基づき、本件

と同等規模以上の情報システム構築に係る調達支援を実施した実績があることを

確認できる書類 

④ 本業務の主要担当者のいずれかに、以下の資格または能力のいずれかを有する者

がいることを確認できる書類 

・IT コーディネータ  

・PMP（Project Management Professional） 

・公認情報システム監査人（CISA） 

・情報処理技術者試験の以下の区分 

－プロジェクトマネージャ 

－システム監査技術者 
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－IT ストラテジスト 

・経済産業省の IT スキル標準（ITSS）に基づくプロジェクトマネジメント職種、

IT アーキテクト職種、コンサルタント職種のレベル５以上のプロジェクト管理

能力 

⑤ 本業務の主要担当者のいずれかに、情報セキュリティに係る以下の資格のいずれ

かまたはこれと同等以上の資格を有する者がいることを確認できる書類 

・公認情報システム監査人（CISA） 

・公認情報セキュリティマネージャー（CISM） 

・CISSP（Certified Information Systems Security Professional） 

・情報処理技術者試験の以下の区分 

－情報処理安全確保支援士（旧：情報セキュリティスペシャリスト） 

－システム監査技術者 

⑥ 本業務の主要担当者のいずれかに、本業務と同等規模の情報システム構築に係る調

達支援業務の経験を３年以上有する者がいることを確認できる書類 

⑦ 本業務の主要担当者のいずれかに、標準ガイドラインに基づく調達支援業務の経験

を３件以上有する者がいることを確認できる書類 

 

（２） 提出期限等 

① 提出期限 

    平成３０年３月２０日（火）１２時 

② 提出先 

東京都港区六本木１丁目９番９号 六本木ファーストビル 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 佐野 雅基 

③ 提出部数 

（１）①②③④⑤⑥⑦ ２部 

④ 提出方法 

    持参又は郵送（提出期限必着）による。 

        郵送する場合は、書留郵便等の配達の記録が残る方法に限る。 

⑤ 提出に当たっての注意事項 

     ア 持参する場合の受付時間は、平日の１０時から１７時まで（１２時～１３時は

除く）とする。 

イ 郵送する場合は、封書の表に「平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤

の整備に係る調達支援業務に係る資格要件書類在中」と明記すること。提出期限

までに提出先に現に届かなかった資格要件書類は、無効とする。 

     ウ 提出された資格要件書類は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを

行うことはできない。また、返還も行わない。 
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エ 参加資格を満たさない者が提出した資格要件書類は、無効とする。 

     オ  虚偽の記載をした資格要件書類は、無効にするとともに、提出者に対して指名

停止を行うことがある。 

   カ 資格要件書類の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

   キ 提出された資格要件書類は、原子力規制委員会原子力規制庁において、資格要

件書類の審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の結果、契約相

手になった者が提出した資格要件書類の内容は、行政機関の保有する情報の公開

に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった場合におい

ては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）

を除いて開示される場合がある。 

   ク 資格要件書類において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を

行っている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、

態様等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めること

がある。 

 

９ 企画書等の提出書類、提出期限等 

（１） 提出書類 

① 企画書 

「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務の企

画書作成事項」に基づき作成すること。 

② 経費内訳書 

「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務」を

実施するために必要な経費のすべての額（消費税及び地方消費税額を含む。）を記

載した内訳書 

③ 提出者の概要（会社概要等）が分かる資料 

（２）提出期限等 

① 提出期限 

８（２）① に同じ 

② 提出先 

８（２）② に同じ 

③ 提出部数 

ア （１）①  ６部  

      イ （１）②  ６部 

      ウ  （１）③  ２部 

④ 提出方法 

    ８（２）④ に同じ 
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⑤ 提出に当たっての注意事項 

   ア 持参する場合の受付時間は、平日の１０時から１７時まで（１２時～１３時は

除く）とする。 

イ 郵送する場合は、封書の表に「平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤

の整備に係る調達支援業務に係る企画書等在中」と明記すること。提出期限まで

に提出先に現に届かなかった企画書等は、無効とする。 

     ウ 提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消しを行う

ことはできない。また、返還も行わない。 

     エ  １者当たり１件の企画を限度とし、１件を超えて申し込みを行った場合はすべ

てを無効とする。 

オ 参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。 

     カ  虚偽の記載をした企画書等は、無効にするとともに、提出者に対して指名停止

を行うことがある。 

   キ 企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。 

   ク 提出された企画書等は、原子力規制委員会原子力規制庁において、企画書等の

審査以外の目的に提出者に無断で使用しない。企画競争の結果、契約相手になっ

た者が提出した企画書等の内容は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号）に基づき開示請求があった場合においては、不開示

情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開

示される場合がある。 

   ケ 企画書等において提出者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行っ

ている場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、態様

等に応じ、提出者と協力者の間の共同事業実施協定書等の提出を求めることがあ

る。 

 

10 企画提案会の開催 

（１） 必要に応じて企画提案会を開催する。開催する場合には、開催場所、説明時間、出

席者数の制限等について、有効な企画書等を提出した者に対して、平成３０年３月

２１日（水）１８時までに連絡する。 

（２） 上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出した企画書

等の説明を行うものとする。 

 

11 暴力団排除に関する誓約 

 当該業務に係る（資格要件に係る提出書類及び）企画書等については、（別紙）において

示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出すること。また、提出書類（別添２）

の誓約事項に誓約する旨を明記すること。 
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12 審査の実施 

（１）審査は、「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業

務に係る企画書審査の手順」（別添３）及び「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理

共通基盤の整備に係る調達支援業務に係る企画書等審査基準及び採点表」（別添４）に

基づき、提出された企画書等について行い、業務の目的に最も合致し優秀な企画書等

を提出した１者を選定し、契約候補者とする。ただし、優秀な企画書等の提出がなか

った場合には、この限りではない。 

（２）審査結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

 

13 契約の締結 

    企画競争の結果、契約候補者として選定されたとしても、会計法令に基づく契約手続

の完了までは、原子力規制委員会原子力規制庁との契約関係を生ずるものではない。 

    支出負担行為担当官である原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官は、契約候

補者から見積書を徴取し、予定価格の制限の範囲内であることを確認し、契約を締結す

る。 

 

◎添付資料 

 （別紙）    暴力団排除に関する誓約事項 

 （別添１）   資格要件書類の提出について 

 （別添２）   企画書等の提出について 

 （別添３）   企画書等審査の手順 

 （別添４）   企画書等審査基準及び採点表 

 （別添５）   業務の概要及び企画書作成事項 

【様式１】   質問書 
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（別紙） 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、入札書

（見積書）の提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることと

なっても、異議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を

含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の

一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範

囲での個人情報を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

  ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の

代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者

をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第 77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

  イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

  ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

  エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 
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２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としませ

ん。 

 

３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協

力者が当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者である

ことが判明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介

入を受けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、

発注元の契約担当官等へ報告を行います。 
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（別添１） 

 

平成３０年  月  日 

 

  原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿  

 

 

                                  所  在  地 

                                  商号又は名称 

                                  代表者氏名                      印 

 

 

 

平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務 

に係る資格要件書類の提出について 

 

 

 

 標記の件について、次のとおり提出します。 

 

① 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO9001（QMS）の認証

を取得していることを確認できる書類 

 

② 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO27001（ISMS）の

認証を取得していることを確認できる書類 

 

③ 「政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライン」（以下、「標

準ガイドライン」という）に基づき、本件と同等規模以上の情報システム構築に

係る調達支援を実施した実績があることを確認できる書類 

 

④ 本業務の主要担当者のいずれかに、以下の資格または能力のいずれかを有する者が

いることを確認できる書類 

・IT コーディネータ  

・PMP（Project Management Professional） 

・公認情報システム監査人（CISA） 

・情報処理技術者試験の以下の区分 

－プロジェクトマネージャ 

－システム監査技術者 

－IT ストラテジスト 

・経済産業省の ITスキル標準（ITSS）に基づくプロジェクトマネジメント職種、
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ITアーキテクト職種、コンサルタント職種のレベル５以上のプロジェクト管理

能力 

 

⑤ 本業務の主要担当者のいずれかに、情報セキュリティに係る以下の資格のいずれ

かまたはこれと同等以上の資格を有する者がいることを確認できる書類 

・公認情報システム監査人（CISA） 

・公認情報セキュリティマネージャー（CISM） 

・CISSP（Certified Information Systems Security Professional） 

・情報処理技術者試験の以下の区分 

－情報処理安全確保支援士（旧：情報セキュリティスペシャリスト） 

－システム監査技術者 

 

⑥ 本業務の主要担当者のいずれかに、本業務と同等規模の情報システム構築に係る

調達支援業務の経験を３年以上有する者がいることを確認できる書類 

 

⑦ 本業務の主要担当者のいずれかに、標準ガイドラインに基づく調達支援業務の経験

を３件以上有する者がいることを確認できる書類 

 

 

(担当者) 

所属部署： 

氏  名： 

ＴＥＬ： 

ＦＡＸ： 

E-mail： 
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（別添２） 

 

平成３０年  月  日 

 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房参事官 殿 

 

 

所在地 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名             印 

 

 

 

平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務 

に関する企画書等の提出について 

 

 

標記の件について、次のとおり提出します。 

なお、書類の提出にあたり、暴力団排除に関する誓約事項（別紙参照）に誓約します。 

 

（1） 企画書 

 

（2） 経費内訳書 

 

（3） 会社概要等 

 

 

 

 

(担当者) 

所属部署： 

氏名： 

TEL： 

FAX： 

E-mail： 
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（別添３） 

 

平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務 

に係る企画書等審査の手順 

 

1. 企画審査委員会による審査 

原子力規制庁長官官房総務課情報システム室に設置する「平成 30 年度原子力規制委員会情

報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務に係る企画書審査委員会」（委員は下記のとおり。

以下「企画書審査委員会」という。）において、提出された企画書等の内容について審査を行

う。 

 

表 1 企画書審査委員会の構成 

委員長 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課 情報システム管理官 

委員 原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課 課長補佐 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課 情報システム専門職 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課 情報システム専門職 

環境省情報化統括責任者補佐官（CIO補佐官） 

注 委員長又は委員が出席困難な場合は、同じ課(室)の者を代理として出席させることができる。 

 

2. 企画書等の審査方法 

（1） 「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務に係る企

画書等審査基準及び採点表」（別添４）に基づき、委員ごとに採点する。 

【採点基準】 

 10点満点 30点満点 50点満点 

優 10点 30点 50点 

良 6点 18点 30点 

可 2点 6点 10点 

不可 0点 0点 0点 

ただし、組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況については、

審査基準欄に記載の基準による。 

（2） (1)の採点結果の合計点を算出し、その点数が最も高い者を契約候補者とする。 

（3） 合計点が同点の場合、次の基準で契約候補者を選定する。 

① 「優」の数が多い者を契約候補者とする。 

② 「優」の数が同数の場合は、「良」の数が多い者を契約候補者とする。 

③ 「良」の数も同数の場合は、「可」の数が多い者を契約候補者とする。 

④ 「可」の数も同数の場合は、委員の多数決により契約候補者を選定する。 
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3. 契約委員会による契約候補者の確定 

企画書審査委員会は、選定した契約候補者及び審査経過を原子力規制委員会原子力規制庁長

官官房参事官へ報告し、同参事官を委員長とする契約委員会において契約候補者を確定する。 
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（別添４） 

 

平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務 

に係る企画書等審査基準及び採点表 

 

委員名                 

 

提案者名 

事項 作成方法 配点 採点 

１．業務の基本方針 ・業務の目的を的確に理解し、妥当な基本方針

であるか。 

・基本方針に専門性、確実性等があるか。 

５０点 点 

２．業務の実施計画 ・明示された作業の実施期限が遵守されており、

実施可能な実施計画であるか。 

・実施計画が効率的で確実性があるか。 

・業務分担や業務量の検討が適切であるか。ま

た、その実効性があるか。 

・実施計画の策定に当たって、「政府情報システ

ムの整備及び管理に関する標準ガイドライ

ン」等各種指針で対応すべき内容が明示され

ていること。 

１０点 点 

３．業務

の実施

方法 

(1) 原子力

規制委員会

を取り巻く

環境の変化

や最新の技

術動向等を

踏まえた要

件の見直し 

・原子力規制庁の現状を十分に考慮した内容で

あるか。 

・提案された内容が、求められた趣旨に適合し

たものであり、具体的なものであるか。 

・提案された内容に、専門性、確実性等がある

か。 

・追加事項として提案された内容が、本業務の

目的に適合しているものであり、その内容に

専門性、確実性等があるか。 

５０点 点 

(2) 調達仕

様書（案）の

作成 
５０点 点 

(3) 調達手

続きの支援 

 

５０点 点 

４．実施

体制、役

割分担

等 

4.1  実施体

制、役割分担

等 

・効果的、効率的な人員配置、内・外部の協力

体制等が構築されているか。 

・実施責任者及びその他の主要な従事者が本業

務に従事する十分な時間があると認められる

か。 

３０点 点 

4.2  従事者 ・調達仕様書に記載の資格要件について、業務 １０点 点 
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の実績、能

力、資格等 

責任者が有する経験・実績は「業務の件数」

「業務の規模及び内容」「業務における役割」

「保有資格」などの観点より充実しているか。 

・調達仕様書に記載の資格要件について、業務

責任者以外のその他の主要な従事者の経験・

実績は「業務の件数」「業務の規模及び内容」

「業務における役割」「保有資格」などの観点

より充実しているか。 

・関連する保有資格が記載されており、そのこ

とを確認できる書類が示されているか。 

５．組織の実績 ・調達仕様書に記載の資格要件について、提案

者の組織の実績は「業務の件数」「業務の規模

及び内容」「業務における役割」「保有資格」

などの観点より充実しているか。 

３０点 点 

６．見積価格、積算内

訳 

・経費内訳書について、提案内容等に応じた価

格、積算内訳は妥当か。 
１０点 点 

７．組織のワーク･ライ

フ･バランス等の推進

に関する認定等取得状

況 

女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（以下「女性活躍推進法」という。）、次

世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」

という。）、青少年の雇用の促進等に関する法

律（以下「若者雇用推進法」という。）に基づ

く認定等（えるぼし認定等、くるみん認定、

プラチナくるみん認定、ユースエール認定）

の有無、有の場合は認定通知書等の添付。た

だし、企画書提出時点において認証期間中で

あること。 

※ 複数の認定等に該当する場合は、最も得点

が高い区分により加点を行うものとする。 

------------------------------------------------------------ 

○ 女性活躍推進法に基づく認定等（えるぼし

認定等） 

・1 段階目（※1）     8 点 

・2 段階目（※1）     16 点 

・3 段階目        20 点 

・行動計画（※2）     4 点 

※1 女性活躍推進法に基づく一般事業主行

動計画等に関する省令第 8条第 1項第 1

号イの項目のうち、労働時間等の働き方

に係る基準は必ず満たすことが必要。 

※2 女性活躍推進法に基づく一般事業主行

動計画の策定義務がない事業主（常時雇

用する労働者の数が 300 人以下のもの）

２０点 点 
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が努力義務により届出し、企画書提出時

点において計画期間が満了していない

ものに限る。 

○ 次世代法に基づく認定（くるみん認定・プ

ラチナくるみん認定） 

・くるみん認定       8 点 

・プラチナくるみん認定  16 点 

○ 若者雇用推進法に基づく認定（ユースエー

ル認定）          16 点 

８．プレゼンテーショ

ン 

・プレゼンテーションの説明の内容が明確であ

り、また提案書の内容と齟齬がなく、要求事

項に対して的確な提案の説明となっている

か。 

・提案内容や業務実施方法に対する質疑応答内

容が的確かつ明確であり、本業務を確実に遂

行する能力があると特に期待できるか。 

１０点 点 

合計 ３２０点 点 

 

注１ 企画書等において、提出者の外部協力者へ再委託又は共同実施の提案を行う場合、業務に

おける総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委託してはならず、そのよ

うな企画書等は不合格として、選定対象としないことがある。 

注２ 積算内訳書において、再委任に係る外注費が見積価格１／２以上である場合は、不適切と

して、選定対象としないことがある。 

 

【採点基準】 

 10 点満点 30 点満点 50 点満点 

優 10 点 30 点 50 点 

良 6 点 18 点 30 点 

可 2 点 6 点 10 点 

不可 0 点 0 点 0 点 

 

ただし、事項 ７．組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況

については、審査基準欄に記載の基準による。 
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（別添５） 

 

平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る 

調達支援業務の概要及び企画書作成事項 

 

Ⅰ．業務の概要 

 

１．調達件名 

平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務 

 

２．目的 

原子力規制委員会は、国民の生命、健康及び財産の保護、環境の保全並びに我が国の安全

保障に資するため、原子力利用における安全の確保を図ること（原子力に係る製錬、加工、

貯蔵、再処理及び廃棄の事業並びに原子炉に関する規制に関することを含む。）を任務とす

る組織である。 

原子力規制委員会では国民へ発信する情報を原子力規制委員会ホームページ等で管理、保

管し、三ヶ年の期間を経て国会図書館システムにてアーカイブを使用する運用を行っている

が、コンテンツ内の意思決定プロセスを含む規制に関わる重要な情報については、原子力規

制庁の責任下で、今後継続的に管理すると共に、国民に対して提供し続ける方針である。 

これの実現のため、平成 28年度重点計画及び平成 29年度重点計画に則り、現在ホームペ

ージで公開している重要な情報を数十年後でも検索可能とする情報管理共通基盤システム

（仮称）（以下、「本システム」という）について検討を進めているところ。 

本システムは平成 31年度上期にシステム構築、平成 31年度下期に運用開始を予定してお

り、平成 29年度には本システムの要件及び仕様の案を策定したところである。本業務では平

成 29年度の検討を踏まえ、本システムの構築に係る支援を行う。 

 

３．用語の定義 

本仕様書で使用する用語の定義は以下の通りである。 

 

表１ 用語の定義 

用語 定義 

原子力規制庁 原子力規制委員会原子力規制庁の略称 

原子力規制庁担当官 本調達の請負業者のカウンターパートになる担当者 

情報システム室 

原子力規制委員会原子力規制庁長官官房総務課情報システム

室の略称 

システムの維持（サービス提供を含む。）管理・運用、シス

テム管理責任者等との連絡調整等を行う庁内の組織 

政府情報システムの整備及 政府情報システムの標準的な整備及び管理について、その手
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び管理に関する標準ガイド

ライン 

続・手順に関する基本的な方針及び事項並びに政府内の各組

織の役割等を定める体系的な政府共通のルール 

 

４．業務の内容 

(1) 原子力規制委員会を取り巻く環境の変化や最新の技術動向等を踏まえた要件の見直し 

・ 平成 29 年度に作成した要件及び仕様の案をもとに、最新の政府全体の方針、

原子力規制委員会の方針、及び技術動向等を踏まえて要件の見直しを行い、

要件一覧（案）を作成すること。また、見直した要件について参考価格見積

資料を作成すること。 

・ 要件一覧（案）と参考価格見積資料を原子力規制委員会担当官に提出し、了承を

受けること。 

(2) 調達仕様書（案）の作成 

・ (1)で見直した要件をもとに、必要な事項が全て含まれた調達仕様書（案）を作成す

ること。 

・ 調達仕様書（案）について、原子力規制委員会担当官に提出し、了承を受けること。 

(3)  調達手続きの支援 

・ 本システムの調達に向けて必要となる予算概算用中手続きの支援を行うこと。 

・ 本システムの調達に向けて必要となる調達手続き（入札公告時にあがった意見への対

応、技術審査等を含む）の支援を行うこと。 

・ 原子力規制委員会担当官から要請を受けた場合には、技術的観点からの助言等を随時

行うとともに、必要に応じて意見交換を行う機会を設けること。 

・ その他、本システムの調達に有益と思われる取組みを提案し、その支援を行うこと。 

 

なお、上記(1)～(3)の業務の実施にあたっては、「政府情報システムの整備及び

管理に関する標準ガイドライン」（以下、「標準ガイドライン」という）（平成

26 年 12 月 3 日第 58 回各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に基づき、

作業を実施すること。 

＜参考＞政府情報システムの整備及び管理に関する標準ガイドライン

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/cio/dai58/honbun.pdf 
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５．実施工程 

調達手続きに関する実施工程は下表のとおりである。なお、実施工程は想定であり、業務

量、内容により変動する可能性があるものとする。 

実施項目 
平成３０年度 

４月～６月 ７月～９月 １０月～１２月 １月～３月 

システム整備 

(1) 要件一覧(案)・調達仕

様書(案)の作成 

(2)予算概算要求の支援 

(3)公示・意見招請 

(4)調達仕様書修正 

(5)公示・入札公告 

(6)技術審査 

            

 

６．実施場所 

受注者の作業場所とする。なお、定例会等の会議は原子力規制庁にて実施するものとする。 

 

７．業務履行期限 

契約締結日から平成３１年３月２９日 

 

８．成果物（印刷物（紙媒体）及び電子媒体（DVD-R））  

(1) 要件一覧（案） 

(2) 参考価格見積資料 

(3) 調達仕様書（案） 

(4) 業務報告書 

(5) 標準ガイドラインに基づく ODB登録用シート一式 

(6) その他、標準ガイドラインに従い業務を実施する上で作成する成果物一式 

 ※：なお、(5)は、原子力規制庁担当官の依頼に基づき提出すること。 

 

紙媒体：２部（Ａ４版をパイプ式ファイルに保存すること） ２部 

電子媒体：電子データを収納した電子媒体（DVD-R）２式 

 

報告書等（業務上発生するパンフレット・冊子等の印刷物を含む。）及びその電子データの

仕様及び記載事項は、別添によること。 

 

提出場所 原子力規制庁総務課情報システム室 

 

９．著作権等の扱い 

(1) 成果物に関する著作権、著作隣接権、商標権、商品化権、意匠権及び所有権（以下「著作
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権等」という。）は、原子力規制委員会が保有するものとする。 

(2) 請負者は自ら制作・作成した著作物に対し、いかなる場合も著作者人格権を行使しない

ものとする。 

(3) 成果物に含まれる請負者又は第三者が権利を有する著作物等（以下、「既存著作物」と

いう。）の著作権等は、個々の著作者等に帰属するものとする。 

(4) 納入される成果物に既存著作物等が含まれる場合には、請負者が当該既存著作物の使用

に必要な費用の負担及び使用許諾契約等に係る一切の手続を行うものとする。 

 

１０．情報セキュリティの確保 

請負者は、下記の点に留意して、情報セキュリティを確保するものとする。 

(1) 請負者は、請負業務の開始時に、請負業務に係る情報セキュリティ対策とその実施方法

及び管理体制について原子力規制庁担当官に書面で提出すること。 

(2) 請負者は、原子力規制庁担当官から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密

性の格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。 

また、請負業務において請負者が作成する情報については、原子力規制庁担当官からの

指示に応じて適切に取り扱うこと。 

(3) 請負者は、原子力規制委員会情報セキュリティポリシーに準拠した情報セキュリティ対

策の履行が不十分と見なされるとき又は請負者において請負業務に係る情報セキュリテ

ィ事故が発生したときは、必要に応じて原子力規制庁担当官の行う情報セキュリティ対

策に関する監査を受け入れること。 

(4) 請負者は、原子力規制庁担当官から提供された要機密情報が業務終了等により不要にな

った場合には、確実に返却し又は廃棄すること。 

また、請負業務において請負者が作成した情報についても、原子力規制庁担当官からの

指示に応じて適切に廃棄すること。 

(5) 「４．(2)調達仕様書案の修正」にあたっては、請負者は、原子力規制委員会情報セキュ

リティポリシー及びその下位規定に準拠した調達仕様書にすること。 

(6) 請負者は、請負業務の終了時に、本業務で実施した情報セキュリティ対策を報

告すること。 

（参考）原子力規制委員会情報セキュリティポリシー

https://www.nsr.go.jp/data/000129977.pdf 

 

１１．資格要件 

１１．１．組織の実績・資格等 

(1) 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO9001（QMS）の認証を

取得していること。 

(2) 本業務を実施する組織（会社全体または所属部門）において ISO27001（ISMS）の認証

を取得していること。 

(3) 標準ガイドラインに基づき、本件と同等規模以上の情報システム構築に係る調達支援

を実施した実績があること。 
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１１．２．従事者の実績・資格等 

(1) 本業務の主要担当者のいずれかに、以下の資格または能力のいずれかを有する者がい

ること。 

・ IT コーディネータ  

・ PMP（Project Management Professional） 

・ 公認情報システム監査人（CISA） 

・ 情報処理技術者試験の以下の区分 

－プロジェクトマネージャ 

－システム監査技術者 

－IT ストラテジスト 

・ 経済産業省の IT スキル標準（ITSS）に基づくプロジェクトマネジメント職種、IT

アーキテクト職種、コンサルタント職種のレベル５以上のプロジェクト管理能力 

(2) 本業務の主要担当者のいずれかに、情報セキュリティに係る以下の資格のいずれかま

たはこれと同等以上の資格を有する者がいること 

・ 公認情報システム監査人（CISA） 

・ 公認情報セキュリティマネージャー（CISM） 

・ CISSP（Certified Information Systems Security Professional） 

・ 情報処理技術者試験の以下の区分 

－情報処理安全確保支援士（旧：情報セキュリティスペシャリスト） 

－システム監査技術者 

(3) 本業務の主要担当者のいずれかに、本業務と同等規模の情報システム構築に係る調達

支援業務の経験を３年以上有する者がいること。 

(4) 本業務の主要担当者のいずれかに、標準ガイドラインに基づく調達支援業務の経験を

３件以上有する者がいること。 

 

１１．３．入札制限等 

(1) CIO補佐官及びその支援スタッフ等の属する事業者等に対する入札制限 

CIO 補佐官、技術アドバイザー及びその支援スタッフ等（常時勤務を要しない官職

を示す職員、「一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する法律」（平成 12 

年 11 月 27 日法律第 125 号）に規定する任期付職員及び「国と民間企業との間の

人事交流に関する法律」（平成 12 年 12 月 22 日法律第 224 号）に基づき交流採

用された職員を除く。）が現に属する又は過去 2 年間に属していた事業者及びこの

事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省

令第 59 号）第 8 条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持つ会社並びに

委託先事業者などの緊密な利害関係を有する事業者は、本書に示す調達について入札

に参加することはできない。 

また、CIO補佐官等がその職を辞職した後に所属する事業者の所属部門（辞職後の期

間が 2年に満たない場合に限る。）についても、入札に参加することを認めないものと
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する。 

 

１２．その他 

(1) 請負者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたとき、

あるいは本仕様書に記載のない細部については、原子力規制庁担当官と速やかに協

議しその指示に従うこと。  

(2) 平成 30年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務を行う

に当たって、入札参加希望者は、必要に応じて平成 29年度原子力規制委員会情報

管理共通基盤の整備に係る要件定義及び調達仕様書作成支援業務に係る資料を、所

定の手続きを経て原子力規制庁内で閲覧することを可能とする。資料閲覧を希望す

る者は、以下の連絡先に予め連絡の上、訪問日時及び閲覧希望資料を調整するこ

と。ただし、コピーや写真撮影等の行為は禁止する。また、閲覧を希望する資料で

あっても、平成 29年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る要件定義

及び調達仕様書作成支援業務における情報セキュリティ保護等の観点から、提示で

きない場合がある。 

連絡先：原子力規制庁長官官房総務課情報システム室 佐野 雅基 
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（別添） 

 

１．報告書等の仕様及び記載事項 

報告書等の仕様は、「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」（平成 26年 2月 4日閣

議決定。以下「基本方針」という。）の「印刷」の判断の基準を満たすこと。 

なお、「資材確認票」（基本方針 190 頁、表３参照）及び「オフセット印刷又はデジタル

印刷の工程における環境配慮チェックリスト」（基本方針 191 頁、表４参照）を提出すると

ともに、印刷物にリサイクル適性を表示する必要がある場合は、以下の表示例を参考に、裏

表紙等に表示すること。 

リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準に

したがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製してい

ます。 

なお、リサイクル適性が上記と異なる場合は原子力規制庁担当官と協議の上、基本方針

（http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/kihonhoushin.html）を参考に適切な

表示を行うこと。 

 

２．電子データの仕様 

（１）Microsoft社 Windows10上で表示可能なものとする。 

（２）使用するアプリケーションソフトについては、以下のとおりとする。 

・文章：ワープロソフト Justsystem社一太郎、又は Microsoft社 Word 

・計算表：表計算ソフト Microsoft社 Excel 

・画像：BMP形式又は JPEG形式 

（３）（２）による成果物に加え、「PDFファイル形式」による成果物を作成すること。 

（４）以上の成果物の格納媒体は DVD-R 等とする。事業年度及び事業名称等を収納ケース及び

DVD-R等に必ずラベルにより付記すること。 

（５）文字ポイント等、統一的な事項に関しては原子力規制庁担当官の指示に従うこと。 

 

３．その他 

成果物納入後に請負者側の責めによる不備が発見された場合には、請負者は無償で速やか

に必要な措置を講ずること。 
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Ⅱ．企画書作成事項 

 

企画書には別添様式により、以下の各事項について、各作成方法に則り、提案すること。 

なお、企画書全体の分量は A4・30ページ以下を目安とし、原則として両面印刷にすること。

また必要に応じて A3等サイズの異なる用紙を用いることを可とするが、企画書全体を 1冊にま

とめること。 

補足資料がある場合は、企画書に追加して添付することを認めるが、企画書のどの部分の補足

資料であるか明記すること。 

また、資料作成全般に当たっては、本企画書作成事項で規定する目的や作業項目に反し、又は

矛盾する提案がないよう作成すること。 

 

事項 作成方法 

1. 業務の基本方針 ・本業務を実施するにあたっての基本方針を記述するこ

と。 

2. 業務の実施計画 ・業務内容及び提案内容に係る各作業項目について、業務

実施計画を記述すること。 

・業務分担や業務量の検討において、原子力規制庁側の実

情（専門職がいない、専任者が少ない、利用者の拠点が

点在している等）を十分踏まえた提案とすること。 

・項目毎に、請負者と原子力規制庁の役割分担等を提案す

ること。 

3. 業務の実

施方法 

(1)原子力規制委

員会を取り巻く

環境の変化や最

新の技術動向等

を踏まえ、要件の

見直し  

・業務内容の実施方法、作業内容等について、具体的に提

案すること。 

・原子力規制庁にとって実現可能と考えられる成功事例を

踏まえた提案とすること。 

(2) 調 達 仕 様 書

（案）の修正  

・業務内容の実施方法、作業内容等について、具体的に提

案すること。 

・原子力規制庁にとって実現可能と考えられる先進事例や

成功事例を踏まえた提案とすること。 

(3)調達手続きの

支援  

・業務内容の実施方法、作業内容等について、具体的に提

案すること。 

・原子力規制庁にとって実現可能と考えられる先進事例や

成功事例を踏まえた提案とすること。 

4．実施体制、役割分担等 ・業務の実施体制について、業務実施責任者 1名選定する

とともに、当該業務実施責任者の役職、従事者の役割分

担、従事者数、内・外部の協力体制等を記載すること。 

・本業務の従事者に求める保有資格等を記載すること。 
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5. 組織の実績 ・提案者において、同等規模以上の情報システム開発の調

達支援を実施した実績があること。 

・具体的名称・金額の記載が困難な場合でも、おおよその

内容がわかるように記載すること。 
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【 様 式 １ 】 

 

 

平成   年   月   日 

 

 

原子力規制委員会原子力規制庁 担当者 殿 

 

 

質 問 書 
 

 

「平成 30 年度原子力規制委員会情報管理共通基盤の整備に係る調達支援業務」に関する質問書を提

出します。 

 

 

 

法人名  

所属部署名  

担当者名  

電話番号  

E-mail  

 

＜質問箇所について＞ 

資料名 例） ○○書 

ページ 例） P○ 

項目名 例） ○○概要 

質問内容 

 

備考 

1．質問は、本様式１枚につき１問とし、簡潔にまとめて記載すること。 

2．質問及び回答は、本件入札参加事業者の全てに公表する。（電話等による個別回答はしない。）但

し、質問者自身の既得情報（特殊な技術、ノウハウ等）、個人情報、原子力規制委員会原子力規制

庁の業務に支障をきたすものに関する内容については、公表しない。 

 

質問書枚数 

 

枚中 

 

枚目 
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